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研究成果の概要（和文）：  本研究では、現代の東アジア国際関係に、日本、中国、韓国各国の対米認識の相違
がいかなる影響を及ぼしてきたのかを、歴史と国際関係の現状との両面から解明してきた。
  米国がこの地域で超大国として登場した第二次世界大戦以後現在まで、日中韓三国は、相互の対立と協調の諸
局面で、自国の国益のために、米国の影響力を利用する必要に迫られてきた。本研究により、米国の歴史、社
会、政治、経済、対外関係をいかに理解するかが、各国の内外諸政策の不可欠の決定要因であったことが明らか
となった。トランプ大統領登場以後の東アジア政治の展開も、それがアメリカ政治の変容と連動することを示す
もう一つの事例であったといえよう。

研究成果の概要（英文）： This research project investigated the question of how differences in the　
understanding of America by Japan, China, and Korea have affected international　relations in East 
Asia. 
 In order to promote their own national interests in every phase of their mutual conflict and 
cooperation East Asian countries have had to enlist or dismiss US influence.  This research project 
revealed that the understanding of the history, society, politics, economy, and diplomacy of the 
United States is an essential factor in policy decisions conducted by each Asian country. The 
turmoil of East Asian politics since the advent of the Trump presidency is just another example of 
the close relation of American internal politics to East Asian international politics.

研究分野： アメリカ政治外交史

キーワード： アメリカ認識　歴史認識問題　東アジア共同体　グローバル化　ポピュリズム　日米関係　米韓関係　
米中関係
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
 1989 年米ソ両国により、冷戦の終結が宣言
され、1991 年には一方当事国であったソ連邦
が解体されたことにより、世界秩序はまった
く新しい局面を迎えた。しかしながら、秩序
改変過程は、ヨーロッパと東アジアという冷
戦の二つの主要舞台において、大きく異なっ
た展開を示してきた。西ヨーロッパ各国は、
すでに冷戦初期から 19 世紀以来の敵対関係
の清算に努め、安全保障と経済・政治の両面
で地域協力の枠組(NATO と EU)の構築を図っ
てきており、そこでは冷戦終結期にすでに地
域共同体の基本的な骨格と方向性はほぼ確
立していたといってよい。したがって、冷戦
後の秩序改変も、その共同体の旧共産圏にむ
けての地理的・体制的な拡大を基調とするこ
とになった。 
他方、東アジアにおいて、西側陣営の冷戦

期国際秩序は、19 世紀以来の植民地主義の歴
史に由来する地域各国間の歴史的敵対関係
を残存させたまま、各国とアメリカ合衆国と
が個別に締結する二国間関係を、超大国アメ
リカが束ねるかたちで編制されてきた。長く
このような編制の下にあったために、冷戦終
結後も、東アジア各国間（とくに日中・日韓）
の相互的敵対感情は、清算されることなく残
存し、地域共同体の形成を妨げる結果となっ
た。ここでは、各国は自国の国益を、地域内
協調や協議をとおしてよりは、アメリカの力
と調停をとおして、追求し確保するのがつね
であった。 
 本研究の開始時、冷戦後20年以上を経て、
東アジア国際関係は戦後3度目の大きな地殻
変動の時期を迎えていた。その背景には、リ
ーマン・ショックを契機とする世界金融危機、
日本経済の長期的停滞、中国の経済的・軍事
的台頭、朝鮮民主主義人民共和国の核開発問
題、日中・日韓・日ロ間の領土紛争の再発と
いった国際経済的、地政学的な変化があった。
これらの一見地域に固有な状況に対応し対
外戦略・戦術を構想するにあたり、日中韓の
東アジア 3カ国は、いずれもが、なおそれぞ
れにアメリカとの二国間関係の枠に拘束さ
れ、アメリカ・ファクターをまっさきに顧慮
せざるをえなかった。当時も、そして現在も
アメリカは、東アジア国際秩序の全体的方向
性を照らし出す鏡として作用している。 

本研究は、こうした東アジアにおける超大
国アメリカのプレゼンスの特異性に着目し、
地域各国の対米関係の歴史と現状の比較史
的検討をとおして、地域秩序の構造と変動を
理解することを目的として着手された。しか
し、そこでの問題は、研究開始の当初、当の
「アメリカ」自体が、東アジアの国際状況と
はある程度独立に、内在的な変動期を迎えて
いたことであった。冷戦終結後20年に及ぶ、
グローバル化と多文化主義の進展により、長
く戦後アメリカの政治、経済・社会の基調で
あったニューディール・リベラリズムの妥当

性は大きく揺らぎつつあったのである。とり
わけ、2008 年の大統領選挙によるバラク・オ
バマ政権の登場は衝撃的事件であり、この選
挙が反映するアメリカ政治社会の変容をど
うとらえるのかが、本研究のもう一つの課題
となった。オバマ政権によるアメリカ外交の
「アジア重視」「アジア回帰」の背景と意味
を、アメリカ政治と東アジア国際関係の両面
から理解する必要があったのである。 

このような問題意識に基づく本研究が出
発点としたのが、F. Conroy, and F. H. Conroy, 
S. Quinn-Judge, West Across the Pacific: 
American Involvement in East Asia from 
1898 to the Vietnam War (2008)および C. C. 
Chin, National Identity in the United 
States and East Asia, 1895-1919 (2010) の
二著であった。前者は、アメリカ－東アジア
関係について、自由と民主主義とを旗印に掲
げたアメリカによる世界の善導と教化の努
力を強調する正統派の「アメリカ例外主義」
的理解と、逆にアメリカの経済的国益の増進
という新帝国主義的意図を強調する「修正主
義的」理解とのいずれからも距離を置き、政
府間の公式な外交関係以上に、普通の市民―
―とくに移民として太平洋をアメリカへと
渡った人々――の国際感覚・国際認識に注目
する点で、本研究中の移民研究に大きな示唆
を与えるものであった。また、後者は、日清
戦争以後第一次世界大戦に至る時期、日米中
が共通に直面していたナショナル・アイデン
ティティの再定義という、これまた新しい課
題に着目する。そして、この再定義の鍵はそ
れぞれの「近代」理解にあり、それが、国内
社会の改革の帰趨と世界に占める自国の位
置についての自己認識とを、そして日米中間
の相互認識をも規定したという。これら、二
著を越え、従来の国際政治史や外交史に、い
かに新しい社会史的・思想史的観点を取り込
むかが、研究当初の共通の問題設定であった。 
 
２．研究の目的 
 
 本研究は、朝鮮半島の核問題、日本周辺の
海洋領域問題、さらには歴史認識問題をめぐ
り緊張する東アジア国際関係を、19 世紀以来
一貫して、この地域の国際環境に大きく関わ
ってきたアメリカ合衆国（以下「アメリカ」
と略記）の存在に焦点を当て、日本、中国、
韓国のアメリカ認識の異同や相互連関を歴
史・国際関係・地政学・文化史･移民史・カ
ルチュラルスタディーズなどの諸分野の専
門的観点から、比較的、総合的に解明するこ
とを目的としてきた。 

この目的を遂行するために本研究は、以下
4 点を、具体的な解明課題として設定した。
第一に、東アジアへのアメリカの介入政策と
それに対する日中韓東アジア3国の対応の過
程を、1)3 国の「開国」（＝国際社会への編入）
期、2）世界大戦期、3)冷戦期、4)ポスト冷
戦期、5)現代という時代区分にしたがって、



分析する。第二に、こうしたアメリカの東ア
ジアへの介入の過程で、3 国の国民社会に形
成されてくる反米・嫌米・好米・親米など多
層的な対米認識のスペクトルの分布を描き
だし、それが各国の国内における政治・経
済・社会・文化的な多様な集団間対立といか
に相関しているかを明らかにする。第三に、
アメリカと母国の二つのナショナリズムの
いずれに対してもマージナルな立場に立つ、
アメリカ移民のアイデンティティが、母国の
アメリカ認識に及ぼす影響を、日中韓３国の
移民経験に基づき,比較史的に明らかにする。
最後に、3 国のアメリカ認識が、現実の地域
内対立に及ぼす影響と、アメリカがこの地域
の権力政治にどのような戦略的目的をもっ
て関わり、どこまでこの地の緊張緩和に貢献
するのかを解明する。少なくとも冷戦期やポ
スト冷戦期にも、アメリカは超大国としてこ
の地域に圧倒的な影響力を保持していたが、
それでも東アジア3国間の歴史的な対立緊張
を緩和することはできなかった。ここで問わ
れるべきは、アメリカの具体的な東アジア安
全保障政策であった。 

本研究は、この目的設定によって、従来と
もすれば日中、日韓、日米といった個別国家
間の外交関係研究の内に閉じ込められがち
であった東アジア国際関係論の再構築と総
合化をはかり、当地域の緊張緩和から和解へ
の道筋の一端を照らし出すことを目ざした。 
 
３．研究の方法 
 
「東アジアのアメリカ認識」の解明という

目的を達成するために、研究計画・研究組織
は、二つの学術的対話を軸として組み立てた。
第一は、アメリカ地域研究と東アジア地域研
究との対話であり、第二は歴史研究と現状分
析との対話であった。これら二つの軸からな
る対話を活発にするために、本研究の全分担
者は、【アメリカ－歴史】【アメリカ－現状分
析】【東アジア－歴史】【東アジア－現状分析】
の 4領域に分属し、各分担者は、役割分担に
したがって個別研究を進めるのと並行して、
班ごとにそれぞれの視点から全体の共通テ
ーマ「東アジアのアメリカ認識」に関わる論
点の提示と整理を行った。それらの論点は随
時開かれる全体研究会で検討され、さらに研
究成果の海外発信のために海外研究協力者
も参加して行われる国際シンポジウムの議
論に付せられてきた。 
本研究の中核は、各分担者の文献研究で

あった。それと同時に、本研究では当初よ
り、各分担者が、豊富な在外研究と国際交流
の経験をとおして培ってきた海外の専門
家・実務家との研究ネットワークを活かして、
個別に海外の研究者と意見交換し、さまざま
な場で外国語での発信を行い、実践的にも、
国際的緊張緩和のための貢献を果たすこと
を目指した。 
しかしながら、研究進行の間に、現状分析

の対象たる東アジア国際関係もアメリカ合
衆国の国内事情も、そして両者の関連に起こ
った「変化」は、当初の想定以上に多大であ
った。とりわけ 2016 年のアメリカ大統領選
によるドナルド・トランプ政権の登場の衝撃
は大きく、本研究も研究枠組の根本的な見直
しを迫られることとなった。 
その結果、各分担者も、アメリカ、中国、

韓国をはじめとする関係各国での現状観察
や研究者や実務家とのインタビューや意見
交換に大きな力を注ぐことを余儀なくされ
た。研究のとりまとめのために計画された国
際シンポジウムも、現在進行中の歴史的変動
の評価をめぐる対話と論争に傾くことが少
なくなかった。 
 
４．研究成果 
 
(1)東アジア歴史認識問題への新しい視角 
1980 年代以降、東アジアの国際的協同は、

靖国問題、歴史教科書問題、従軍慰安婦問題、
さらには戦時徴用工問題など一連のいわゆ
る歴史認識問題によって妨げられてきた。従
来の研究の多くは、これらの問題を日中、日
韓、日朝といった直接当事国間の外交問題と
して検討するにとどまってきた。本研究では、
そのような問題の構図を、より長期的・世界
史的な文脈とより広範な国際的アクター（と
くにアメリカ）の観点とを導入することによ
り相対化し、より客観的かつ公平な問題解決
の可能性を示唆することに努めてきた。本研
究によって導入されたそのような新しい視
角としては、東アジアにおける西欧帝国主義
と日本帝国主義との連関と差異の比較、第二
次世界大戦後のアジア各地におけるＢＣ級
戦犯裁判の実態、戦後占領体制下の日本帝国
主義時代評価、東アジア各国の「公定史観」
検討の手がかりとしての歴史博物館展示比
較等があげられる。これら新しい視角に立つ、
歴史認識問題研究の成果は、とくに初年度お
よび第３年度に開催された国際シンポジウ
ムで公表され、研究分担者及び研究協力者の
論文、図書としてすでに刊行されている。 
 
(2)アメリカのアジア政策の変容 
上述したとおり、本研究の行われた４年間

は、冷戦期から続いてきた東アジア国際関係
の要としてのアメリカの役割に大きな変化
が生じた時代であった。変化はまず、9・11
事件以後中東に主軸をおいたジョージ・ブッ
シュ政権の対外政策から「アジア回帰」を協
調し中国との協調的競争に力点を置くオバ
マ外交への転換として現れ、ついで「アメリ
カ第一主義」を掲げ、単独主義や孤立主義に
傾くトランプ外交の登場を見た。 
以下の発表論文、図書のリストが示唆する

ように、本研究中とくにアメリカを担当する
研究分担者の多くは、アメリカと東アジアと
の関係の解明に先立ち、戦後一貫してきたア
メリカ外交の国際主義が突如後退し、偏狭な



ナショナリズムの様相を呈し始めた理由を、
アメリカ国内政治の動態の内に理解する必
要に迫られた。この新たな課題について研究
分担者が明らかにしてきたことは以下のと
おりである。①アメリカ国際主義の後退は、
1980 年代以降のニューディール方福祉主義
の限界とグローバル化の進展とによって生
じた国内の格差貧困に主因がある。②そのた
めに生じた国内の不満は、移民という容易に
可視化されうる身近な「敵」に対するポピュ
リスト的な排斥感情に火をつけ、自由貿易批
判の経済ナショナリズムを喚起している。③
ただし皮肉なことに、こうした反グローバル
化の動向は、グローバルな普遍的現象として
生起しており、これまでグローバリズムの主
軸を支えてきたアメリカの方向転換は、各国、
各地域の反グローバリズムの勃興を促して
いる。 
こうした戦後アメリカ政治の転換の結果、

アメリカンの東アジア政策も今大きく変容
しつつある。本研究の開始当時には、東アジ
ア諸国間の和解困難な歴史認識問題や領土
問題や核開発問題などについて、将来にわた
りアメリカが地域統合的な建設的な役割を
果たしうることが想定されていた。しかし、
2017 年以後のアメリカの東アジア政策には、
この地域に関して望ましい一貫した地域イ
メージを覗うことはできない。むしろ地域間
関係を、各国とアメリカとの二国間関係の束
として捉える「アメリカ第一主義」が、ここ
でも支配的なようである。このことは、本研
究中のアジア諸国の研究分担者にも、新しい
研究課題を与える結果となった。とくに、今
や世界第二の経済大国となった中国が、この
「アメリカ第一主義」とどのように対抗し、
あるいは折り合ってゆくのかは、今後の東ア
ジア国際秩序の帰趨に大きく関わる要因で
ある。本研究は、各分担者の現地観察やイン
タビューにより現在のアメリカ政治、中国政
治の動向に対する理解を深めることができ
たが、変化はなお継続中であり、それらは研
究課題として残されている。 
 

(3)近代民主主義の転換点 
2016 年以降のアメリカ政治の変容は、すで

に指摘したとおり、より普遍的、よりグロー
バルな現象の一端にすぎない。このことは、
この同じ年に起こったイギリスの EU 離脱や
ヨーロッパ諸国の右派ポピュリズムの台頭
や反イスラム、反移民・反難民のうねりによ
って示されたとおりである。研究代表者は、
これらの現象の総体の歴史的意義について、
研究最終年に欧米、中国、韓国の歴史家たち
にインタビューし意見交換を行い、その録音
を起こし、記録として残した。彼らの中には、
現在の右派ポピュリズムや反自由主義運動
や保護貿易主義の台頭のうちに、1930 年代の
ファシズムや全体主義の再興の兆しを危惧
する見解もある。しかし、その危険性は無視
し得ないとしても、研究代表者は、そこに別

の問題を認める。すなわち、現在の世界的な
変動の内には、20 世紀を支配してきた近代民
主主義の前提とする社会観・人間観の変化の
兆しが潜んでいる。トランプらの新しいポピ
ュリストが頻繁に援用する「オルタナティ
ヴ・ファクト」という言葉は、事実の客観性
を否定するばかりか、客観的に事実を確定し
ようとする探求的理性の有効性や存在自体
を拒否している。かつて政治学者のロバー
ト・ダールが「ポリアーキー」と呼び、自由
で多元的な議論に立脚しているはずの国々
における「ポスト・トゥルース」の時代の到
来は、啓蒙に立脚した近代民主主義の終焉を
告げているのではないか。アメリカと東アジ
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